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*1：ポータルサイト
ユーザーがインターネット
を利用する際に、入り口とし
て利用するWebサイトのこ
と。検索エンジンやリンク集
などの機能を備え、ユーザー
が必要とする機能を無料で提
供することでサイト利用者数
を増やし、広告などで収入を
得たりする。

*2：J - STAGE
科学技術振興機構（JST）が
構築した「科学技術情報発
信・流通総合システム」。学
会誌、論文誌の発行を電子化
し、インターネット上で公開
していくシステム。
http://info.jstage.jst.go.jp/

産学官連携ジャーナル　第２号 1

湯本　長伯

このたびは、産学官連携ジャーナルの創刊おめでとうございます。特にオ

ンラインジャーナルという新しい形で創刊されることに、大きな期待を抱き

ます。またジャーナルというものは、大きな情報発信をしていくものである

とともに、その背後には必ず情報収集の仕組みが存在します。読まれれば読

まれるほど情報は集まりやすくなり、また集めた情報を一貫した視点と基準

で選び取り、より情報集合の価値を高めて発信することでさらに読まれる、

そのような関係があると思います。その視点と基準を体現する、個人の優れ

たジャーナリスト感覚に負うところも大きいのが普通でしょうが、オンライ

ンであることにより、優れた個人の感覚を多数の読者の声が代替する、そ

うした新しいジャーナリズムのあり方さえも期待しています。これはデータ

ベースが、かつて情報検索システムと呼ばれていましたが、Data Storage and 
Retrieval System であったように、情報の蓄積と活用の二面性をあらわしてお
り、示唆的であると思っています。この創刊の意義と、役割の大きさを強調

しておきたいと思います。

私たちは 2003年 3月に『産学連携学会』を設立しましたが、その第一のきっ
かけが「産学連携の（相互）連携」確立でした。産学官連携ジャーナルの創刊は、

電子情報の有効性とあいまって、このカテゴリーのウェブサイトにおいて、

ポータルサイト *1になってくれる可能性を感じますし、ここにさまざまな情

報が電子的に蓄積されていくことで、これ自体が産学官連携に関する基幹デー

タベースになっていく期待を持ちます。私たちの学会は先の設立以来、札幌・

福岡と 2回の全国大会を開催し、さまざまな情報共有を形にしました。また、
第 1号の論文集を発刊するとともに、第 1回の学術シンポジウムにおいて学
会としての学術活動を世に問いました。学会内外からのさまざまなご意見を

いただきながら、より良い学会活動を維持し続け、そして産学連携の知的要

として連携の連携を形にしていく決意です。

これらの活動の成果は、自ら社会に向けて発信していく責務があります

が、私たちの学会はより広い社会共有を目指し、科学技術振興機構（JST）の
J-STAGE *2という仕組みを選択しています。個別にデータベースを作るより

も、大きな社会共有が可能と信じるからです。JSTも社会的インフラ提供とい
う役割を意識されており、この際は黒子に徹することで逆に大きな役割を果

たされることと思います。このオンラインジャーナルが、編集のプロセスも

さらに洗練させながら、さまざまな情報共有を広げていくことで進化すると、

情報共有のプロセスデザインから実行までの、真のプラットフォームに成長

していくと思え、強く期待します。

これだけの期待が空振りしたときのショックは大きいでしょうし、また日

本の産学官連携にとっても同様でしょうから、是非とも成功させるよう、心

からお願いし、また期待致します。



　第５世代コンピュータ*1の時代のあとから、知的社会基盤 *2である

とか、ユビキタス情報環境 *3であるとか、情報社会や知識社会の行く先

を示す言葉はいろいろ出てきました。しかし、その実態はどんなもので、

人類史的に見てどういう意味があるのかについては、必ずしも明快では

ありませんね。情報がたくさん流通して便利になるのは当たり前として、

それが今後、人類に何をもたらすのかとか、どういう社会や生活が展開

していくのかといったことは、はっきりしていません。

　「ユビキタス」という単語を、情報に関連して初めて聞いたのは、

1970年代に、ダグラス・レナト*4という研究者が使った、「ナレッジ・

イズ・ユビキタス」という表現です。それ以来、僕も使うようになりま

した。確かにそのとおりで、社会というのは、いろいろな人がいろいろ

な知識をもっているわけで、それが自在に流通できるような社会基盤を

つくる方向というのは、ひとつありうる。知的社会基盤の研究プロジェ

クトを立ち上げた背景にも、そういう考え方があります。

　知的社会基盤の先導研究のころから、情報技術を社会に出そうとい

うモチベーションが、自分の中でものすごく上がってきました。この

言葉を安西さんから譲り受けたと、僕はそう勝手に思っているんですが

（笑）、情報技術の成熟度からみて、今が社会応用を考えるちょうどいい

時期だと思っています。従来、どの技術もまだ社会に応用するには少し

足らなかったのが、組み合わせて補完しあうことで、人工知能の時代に

目指したようなものとは違うけれども、それなりに知的なシステムがで

きるようになってきています。

　情報科学はこの 20年間、先端科学という意味ではほとんど進化し
ていませんね。その前に重要なアイデアはあらかた出尽くしてしまっ

て、この 20年間は、それをどう実用化するかということが中心だった。
1980年代前半頃までは、哲学とか論理とか総動員して、人間の知能を
実現しようという人工知能のブームもあったけれど、その後、非常に実

践志向が強まって、音声認識にしてもロボットにしても、結局、高尚な

理論化とはあまり関係ないところで、ある意味、伝統的な確率統計の手

法 *5でやってきたわけです。

　そうですね。要素追求ではなくて、統合の時代だと思います。音声

認識なら音声認識の技術それだけで、人間のようにやろうと理想を追求

しても、それはやっぱり無理です。人間だって、音声情報だけで相手の

言ってることを理解しているわけじゃなくて、場の雰囲気とか、相手の



性格とか立場とか、いろんな知識と組み合わせて補完するからこそ、「分

かる」ことができている。そう考えれば、最近のユビキタス・コンピュ

ーティングといわれている技術も、要素技術を知的に構成するという志

向で取り組めば、タクシーを呼ぶとか、天気予報を聞くとか、社会基盤

的なサービスとしてかなり使えるものができるはずだと、そう思ってい

ます。ここを情報の学問の新しい方法論として確立したい。

　次の時代に来る社会システム、社会応用を考えるならば、やはり哲

学とか思想文化とかをもう一度総動員して、グローバル社会と地域とか

人間について根本から考えなければいけないでしょう。だけど、日本じ

ゃまだそういうことを考えてやっている人が少ない。

　日本はいいモノづくりはするんだけれども、社会的なシステムとい

う発想で情報社会を描けない。その点の弱さから、外国勢力に押されつ

つあるという観があります。ノキアなんかそこは頑張っています。

　結局、携帯電話にしても情報家電にしても、世界でどう市場をとっ

ていくかというところでは、技術標準をとるとか、組み込み技術がどう

したという話だけではなくて、「誰が、どこで、どう使うのか」という、

社会システムの問題がずしっと絡んでくるわけです。

　今の日本が、モノづくりが得意っていうのは、確かにそうだと思う

んですが、そうすると政府は「じゃあハードだけやりましょう、ソフト

は要りませんね」という姿勢で行こうとする。これは昔からずっと感じ

てきたことです。

　同感ですね。

　ソフトウェアの先端研究というのは、ハードにもまして、ほかがや

ってないことをやらなきゃ意味がない。電総研 *6の時代を振り返っても、

霞ヶ関に研究プロジェクトの提案をもっていくと、最初に必ず聞かれる

のが「これ、アメリカでやってますか」という質問なんです。「やってな

いとダメなんですか？」と聞くと、「ダメです。以上、終わり」という感



じでしたね。

　国の側で、世界にないオリジナルなことを始めようっていったこと

って、あるのかな。これよく考えると、興味深い命題だと思うんだけど…。

　官僚組織というのは、そもそも本質的に新しいこと、未知なこと、

リスクの大きなことなんかを、できるだけしないようにできている組織

でしょう。これは日本に限らないと思うけれど。

　アイデアというのは、やはり上からじゃなくて下から、個人から出

てくるものなのですよ。とりわけ情報科学、認知科学の分野では、それ

しかないといってもいい。

　　産官学連携の政策についていえば、１つには、やはり日本が強い分野

を強力に、集中的に支援すべきでしょう。情報関連でいうと、日本のハ

ードの強さを活かしながら、ハードとソフトの一体的な技術を推進すべ

きだと思います。携帯電話をはじめ、組み込みソフトウェアの技術などは、

まさにそうですね。そしてもう１つ大切なのが、草の根的なアイデアや

技術が生まれてくる土壌を活性化することです。どこからどう生まれる

のか予想がつかないようなアイデアこそが、イノベーションの源泉なの

です。いろいろな場で、多様な人たちが、さまざまな連携をしている必

要がある。産官学という形式ばった枠組みに囚われない、非常にフリー

なコネクション、コラボレーションですね。そういう社会環境を整える

のが、国が本当にやらなければいけないところです。実際、若い世代は、

そういう考え方で一生懸命やろうとしているわけで、そこをしっかり見

て、少しでもやりやすいよう支援することが重要だと思います。

　　このトップダウンとボトムアップの両方を、いかにメリハリつけてや

っていくかが、国だけでなく、大学、自治体、企業、すべてのレベルで

問われている課題なのでしょう。

　結局、お上頼みじゃなくて、一人ひとりが何かを創ろうとしている

社会へ変わらなきゃいけないということなんだな。人間というのは、絶

えず何かを創ろうとしていないと、生き方や考え方そのものが建設的に

ならない。今いろんなモノや情報が溢れているけれど、だからといって

欲しいものがすでにあって、それを入手していけば満足して生きていけ

るかといえば、そうとは限らないですからね。

　グローバル社会の中で、どこの国も、今は世界の中でどう生きてい

くかということを考えてますよね。こんどのアジアの大津波に、各国が

どういうふうにレスポンスしたかには、それが非常に象徴的に表れてい

ると思います。

　津波については、僕もそういう印象をもっています。アメリカ、ヨ

ーロッパは、そういうところは非常に早い。

　特に、ヨーロッパの国々の関心の高さが目を引きます。もちろん、

自国の国民をたくさん失った国もあるわけですが、しかしそれにしても、

あれほど高い関心をもって、巨額の資金を拠出して、しかもお金だけで

はなく、人の派遣も含めて積極的に参加するのは、それだけ高いグロー



バルな意識というのをもって、みんな動いているということです。

　例えば、アメリカが世界の警察だというならば、日本は世界の消防

署をめざすと言ったらどうかと思います。災害救助支援のときに、設備

や道具とともに、お医者さんとか看護師さんなど人を派遣する。こうい

うハードとソフトの組み合わせというのは、ものすごく支援の付加価値

を高めるわけです。日本はさらに、

その付加価値を、情報技術で高めて

みせたらどうなのか。

　　これはまさに、産業的な課題でも

あるのです。人とハードをいかに組

み合わせるかというのは、まさにシ

ステムそのものなのですよ。ここを

開発して、海外へ貢献し、そして商

品としても売り出すべきであると思

います。そのシステムの中には、開

発した我われ日本人の思想とか知識

が込められていくわけです。知識と

いうのはコピーしにくいものですか

ら、これは競争力が強いです。

　いや、まさにそうです。高速回線で高精細で美しい画像が送れると

か、そういう話もあるけれど、問題はいかにそれを使って、コミュニケ

ーションを変え、生活を変え、社会構造を変えていくのかということで、

そこを構想できた国なり企業なりが、結局は勝ちなんですよ。

　　プラズマディスプレイをつくるにしても、ハードをどうやって精度上

げるか、生産ラインをどう立ち上げるか、歩留まりをどう上げるかとか、

そういうノウハウだけあってもだめで、日本人が今後、生きていく糧に

なるとすれば、むしろ、製品と技術に「人」がついて初めて売り物になる、

そういうものが大事です。

　日本の強みとは何かを考えたとき、それはやはり「人」だと思いま

すね。

　現実に、日本のモノが世界中の人びとに買われていることを考えれ

ば、世界の多様な民族の個性とか歴史とか文化を、我われ、もっともっ

と理解して取り組むべきです。使う人たちの感性を知っていること、こ

れが製品を創る側の「芯」であり、それがないと売れるモノはつくれない。

実際、技術者のマインドだって、ディスプレイひとつとっても、「きれい

なもの、美しいものをつくりたい」「きめの細かいものをつくりたい」と

思うからこそ、これだけの執念込めてやってきているわけで、そういう

日本人の感性みたいなものがなかったら、今のような製品はできていま

せんよ。

　芸術とか文化もね、国が乗り出してくると、途端にだめになる。

　上からの押しつけが強くなると、個人の自由な発想が出にくくなる

んだな。



　いま、日本の情報技術に抜け落ちているなと思うのは、やはりソフ

トウェアの基盤技術ですね。携帯電話の開発にしても、いまやソフトウ

ェア技術がかなりの割合を占めているはずなのに、ソフトウェアを担っ

ていける人材とその教育が、完全に空洞化しています。情報工学や情報

科学の学生であっても、おそらくもう大規模なプログラムは書けないで

しょう。それはつまり、ソフトウェアの基礎的な研究開発力がなくなっ

ているということを意味します。

　海外と比べても、日本は徹底的にだめです。

　学生に演習問題でプログラム書けっていうと、自分で書くんじゃな

くて、インターネットで検索するんですよ。公開されてるソフトを探し

てきて組み合わせる。とにかく大きなシステムをつくれる人が、今の教

育では育てられないんです。

　僕は「シロアリ論」と言ってるのだけど、外から見ると、一見日本

の情報科学は強そうに見えるのです。つまり壁をきれいに塗れる人はた

くさんいる。だけど、大黒柱の中は完全に空洞化していて、今にも家が

倒れるのではないかというくらい、基盤的な教育が完全に抜け落ちてい

る。もはや取り返すのは不可能じゃないかという気がしています。

　　世界を席巻する日本のモノづくり、家電、ゲーム機器、携帯電話など

にしても、その基幹的な技術を開発してきた、日本の中堅どころの開発

陣が、もうすぐいなくなってしまう。あるいはもういなくなってしまっ

ている。一昔前の 1970年代、80年代の、「これからは情報技術だ」と
いう時代に、猛烈に一生懸命になって、夢をもって勉強してきた世代の

人たちです。

　海外でいうと、情報系の学科の定員が、この 10年で 10倍になった
といわれています。ところが日本では、せいぜい倍です。学科新設はさ

れていないし、先生はいない。教育を変えるのは時間がかかりますよ。

たとえ今すぐやっても、成果が出るのは数十年先です。

　例えばひとつの方向としては、三拍子そろった人材、回路設計がで

きて、OSが書けて、そして交渉力があるという、そういう人が少なくと
も何人かはいてほしい。そういう人が、お年寄りにやさしいインタフェ

ースとか、津波や地震のときの救援に役立つシステムを開発し、社会基

盤を創出するような仕事をしてくれれば、日本からオリジナルな何かが

出てくるのではないか。しかし、そこがなかなか立ちゆかない。これ一

体どうするのかというくらいに……。オリジナルに研究開発できる人材

が、本当に枯渇していると思います。

　日本の企業は今、日本の大学よりも、海外の大学により多くのお金

を出しています。しかし、海外に直接シーズを取りにいくのが効率的な

のか、はたまた日本の大学にお金を出して、10年後、20年後に活躍で
きる国際的な人材を育成するのが効率的なのか、胸に手を当ててよく考

えてほしいと言いたいですね。本当のところ、どっちが価値の高いこと

ができるのかというところですよ。



　大学の構造転換というのも、なかなかできない。これからの時代、

やるべき新しいことは、何となく見えてはいるのだけれども。

　それは、我われ大学人の責任でもある。やはり、大学と産業界の共

同研究が、そのための場になるべきなんだけれども…。

　もちろん、早（早稲田大学）・慶（慶應義塾大学）・はこだて（公立は

こだて未来大学）に、もしもお金があれば（笑）、それを共同でやること

も夢ではないですよね。

　そう、お金があれば……。残念ながら、私学にはすでにもう、何か

できるだけのポテンシャルがないんだよ。

　私学の貧しさといったら、もうどうしようもない。これは本当に恐

ろしい状況です。私学の四年制大学およそ 500校に対して、政府の経常
費補助金が約 3,300億円、これに対して、国立およそ 100校に運営費交
付金・施設整備費補助金が約 1兆 3,600億円。もう、この違いに尽きる
と思います。これでソロバンをはじいていくと、私学の経営は絶対成り

立たない。そういう中で、早稲田にしても本当によくやってるなと思い

ます。

　それはもう端的に言って、私学は研究するなということですよね。

いちばんの問題は、それを国が声高に言って責任をとろうとしないとこ

ろでしょう。

　「どうぞ自由におやりなさい」と、ただそれだけね。日本の私学は今、

非常に中途半端なところにおかれているんですよ。じゃあ、アメリカみ

たいにほかからお金入って来て自由にできるかといえば、現実にはお金

は流れてこないし、自由にもできない。

　　しかし、やっぱり歴史ある私学の中には、培われてきた知のプールと

いうのがあるわけで、この資産を活用していくために、教育と研究をう

まく人事でローテーションしながらやっていくとか、戦略的な仕組みを、

我われ必死でつくるしかない。それは産業界にとっても役に立つはずで

す。とりわけ理工系では、教育と研究は密接に関係しているから、どっ

ちかに特化するなんてことは考えにくい話です。企業からみて連携の条

件が同じかというと、実際には国立大学と組んだほうが、コストもかか

らない。これが今、私学にとって最大の問題だね。

　ものすごく深い問題です。

　深い問題だ。

　公立はその点、お金はないけど、役割ははっきりしている。何か新

しいことをするのでも、本学の場合、地元の 40～ 50人のキーパーソン
が集まって議論すれば、すぐに決まるし動く。地元との産学連携も、結

構うまくいってます。地域気象サービスの試みとして、函館のソフトウ

ェア会社と電子百葉箱「ウェザーバケット」*7を開発したんですが、最

初は文句を言ってた気象庁が、今は逆に、レーダーに我われのシステム

を使ってくれている（笑）。地方から中央の体勢を逆転させたという感じ

です。



　ソフトウェアや組み込み技術などの研究開発を、産官学の共同でや

ろうということは、非常に価値があると思います。ただし、情報の場合、

装置産業の産官学共同と違うのは、さきほども言ったように、自分から

新しいアイデアを出すことに前向きな人たちが集まってやらないとだめ

です。初めから課題が決まっていて、ここを突破すればなんとかなると

いった類の研究ではない。課題探索型の研究なのです。だから意欲的な

人たちが、ボトムアップで集まってフリーな雰囲気でやらないと良い結

果は決して出てこない。そういうことができる人たちが集まってくる必

要があるのだけど、なかなかいない。

　どこかにいるだろうとは思うけれども、発掘しにくいですね。

　そういうやり方というのが、今の産官学連携のメジャーな流れと、

かなり違うように思うんですよ。

　最初に目標をつくって、ここの何とかミクロンをブレークしようと

か、そういうのと違うんだよね。質的に非常に違う。

　違いますね。だから、「情報版・産官学連携」というのを、別に考え

たほうがいいと、僕は提案したい。

　大賛成です。本当にそう思います。

　産業界も、基盤的なところの連携を必要としているはずなんだ。

　第３期科学技術基本計画には、ぜひ情報技術の重要性を盛り込んで

いただきたいです。

　もともと日本人は、知識とか情報とかってタダだと思ってるからね。

菓子折一つで何とかって世界だったわけだから（笑）。今でもまだまだそ

う思ってる人は、いっぱいいるわけです。

　ハードの研究者の中にも、「ソフトなんか買ってくればいいじゃない

か」という人も結構いるんですよ。情報科学は新しい学問だから、科学

技術の世界の中でも、なかなか理解されにくい。その重要性と特殊性を、

もっと理解してほしい。ちょっと短絡した言い方をすると、「ノーベル情

報賞」ができないかぎり、だめなんでしょうね。ソフトウェアを軽視し

ていると、これから先、日本はモノづくりの競争でも、厳しい立場を強

いられることになると思います。

　まったくそのとおりだと思います。



　「死の谷」とは、主に企業が研究開発にいくら力を入れても事業化できな

い状態を指し、研究開発と事業との間に「死の谷」があると表現されている。

米国の商務省標準技術院の資料によれば、研究開発と製品の市場投入との

中間地点、すなわち製品開発・スケールアップの時期、さらに言い換える

と、事業化を考える最も大事な時期に資金を得ることが困難となることが

示されている。このような「死の谷」をかなりうまく切り抜けているのが、

米国のシリコンバレーであるが、シリコンバレーはもう既に語りつくされ

ていて、日本では参考にならないという論もある。実際にシリコンバレー

方式は、全ての産業形態に適合しているとは言えない *1が、大学や研究所

という資源、すなわち科学者や技術者が研究しているサイエンス、テクノ

ロジー、知的財産を有効活用し、「死の谷」をうまくコントロールしている

という意味では、シリコンバレー方式はかなり有効であると言えよう。本

稿では、特に社会的ネットワークと資金調達という切り口から、イノベー

ションと事業を繋ぐ仕組みについて論じたいと思う。

　『シリコンバレー・エッジ』（邦題：シリコンバレー　なぜ変わり続ける

のか）*2という本には、「富を生む新陳代謝の秘密」という表現がある。要

すれば、事業化に成功する新陳代謝のシステム（ハビタット＝生息地）が

シリコンバレーにはあるということだ。この本の中で示されているそのほ

かのキーワードをいくつか挙げると、イノベーション（技術革新）、アント

レプレナーシップ（起業家精神）、社会的ネットワーク、ベンチャー・キャ

ピタリスト（VC）などとなるが、これらの言葉、それぞれの機能をしっか
りと理解する必要がある。

まず、事業化の際の資金調達方法をみると、エンジェル *3といった投資

家は、米国以外ではあまり多くは見かけない。ある会社を起業した人が、

ひとまず事業が軌道に乗ると社長を譲って次のビジネスへ向かい、例えば

エンジェルとなる。さらに進んで、VCになる。グローバル・カタリスト・
パートナーという VCの創業者であるカムラン・エラヒアンは、20年間の
間に 11社を創業し、内３社が既に IPO（株式公開）する*4など非常に優れ

た起業家であるが、このようなシリアル・アントレプレナーから VCとな
っている。米国には、わが国の金融マンとはまったく種類の違う VCが多
数いるのである。

次に、シリコンバレーの社会的ネットワークを見ると、スタンフォード

大学の教授陣や卒業生を中心に様々な異業種交流会が開催されている。有



名なもので元上院議員のベッキー・モーガンが創設したジョイント・ベン

チャー・シリコンバレー・ネットワーク（JVSVN）*5という、産学官民が結

集し地域への提言と社会的プロジェクトを行う NPOや、TIE、SDフォーラ
ムといった技術者や起業家の会員制団体があり、数多くのビジネス・ネッ

トワーキングの中から実際にベンチャー企業が多数育っている*6。このよ

うなビジネス・ネットワークの多層的な存在を含めシリコンバレーの経済・

社会環境を、『シリコンバレー・エッジ』ではハビタットと呼んで、当地に

特有のものだと述べている。

しかしながら、シリコンバレー方式に普遍性があることを示す地域が、

台湾の新竹など世界の中でもいくつか出てきていることも確かである。シ

リコンバレーの教訓に学び成功している地域として、米国内ではサンディ

エゴが挙げられる。UCSDコネクトという組織は、1985年にカリフォルニ
ア大学サンディエゴ校（UCSD）のエクステンション（社会人教育部門）と
してできた独立採算組織であるが、サンディエゴがボストンなどと並ぶ米

国最大級のバイオ産業集積地となる過程で、大きな役割を担ってきた。こ

の UCSDコネクトを作ったのは、現在 UCシステム（カリフォルニア州立
大学の元締め）の総長をしているリチャード・アトキンソンと、UCSDのエ
クステンション長であるメアリー・ウォルショックである。メアリー・ウ

ォルショックは、地元での奉仕活動中に、当時 UCSDの学長であったアト
キンソンと、たまたまサンディエゴを活性化する方法について話し合った

そうだ。サンディエゴには海軍の基地があり、80年代は軍縮で軍人も職を
失うというようなどん底の状況であった。この２人は意気投合し、サンデ

ィエゴ最大の通信関連企業クアルコム社の創業者アーウィン・ジェイコブ

スに相談を持ちかけ、地域の活性化方策を提言することとした。結局サン

ディエゴにシリコンバレーを作るためには、フィナンシャル・フォーラム

を開催してベンチャー企業を作っていこうということになった。

UCSDコネクトの起業家に対するプログラムは、フィナンシャル・フォ
ーラムに至るまでに、１）研究者・技術者と知り合う、２）メンターから

の指導を受ける、３）創業のための座学、４）エンジェルといった出資者

と知り合う、５）会社を組織するため人材紹介を受けるなどとなってお

り、会社を創業するための一連のサービスを提供して資金調達にまで繋げ、

UCSDを中心とするバイオの研究資源を事業化していったのである。ハイ
ブリテック社というバイオベンチャーから多数のスピンオフ企業が輩出さ

れたのも、上記のような支援プログラムが機能したためである。

ロサンゼルスでは LARTA*7という組織が、UCSDコネクトと同様の活動
をしている。この組織は、当初州政府により設立されたものの機能しなか

ったが、政府が投げだして民間 NPOとして活動を始めたところ息を吹き返
した。その成功要因の第１は、起業家マインドのある人物を組織のトップ

に持ってきたことであり、第２の要因は、シリコンバレーの本質をやはり

見抜いており、サザンカリフォルニア・テクノロジー・ベンチャーフォー

ラム（SCTVF）*8というフィナンシャル・フォーラムを開催、そこでビジネス・

プランを発表するのに、やはりビジネス・ネットワークを活用した点であ



る。筆者は、以前この SCTVFに実際に参加したが、あるベンチャー企業の
プレゼンテーションには、科学者、VC、弁護士といった 10人のメンター
と呼ばれる指導者がついていて、フォーラムの前に７週間をかけてビジネ

ス・プランをブラッシュアップしていた。実際のフォーラムでは、技術計画、

知財計画、設備投資計画、資金計画、売上計画、収支計画と、非常にコン

パクトで納得のいくビジネス・プランが発表されている。また、このメン

タリング・プログラムは、VC、弁護士、会計士、大学の教授等が皆ボラン
ティアで参加、起業家をサポートしていた。

以上のようなフォーラムの存在、ビジネス・プラン形成の過程、さらには、

本稿では詳しく述べることができないが、ATP、SBIR、STTRといった公的
な資金支援プログラムとも連動しながら、米国の各地で「死の谷」を克服

する社会システムを構築しているのである。

　さて、日本と同じような起業環境の欧州ではどうしているのか、ベルギ

ーのフランダース州という地域を見てみよう。フランダース州の中に、ル

ーバンという人口 10万人の古い町がある。この町にはカソリック・ルー
バン大学という名門大学があるが、ルーバン大学の産学連携組織は非常に

ユニークで、地元の地銀と一緒にゲンマ・フリシウス・ファンド *9という

ファンドを組成している。このファンドは大学発ベンチャーを育成するこ

とが目的のファンドで、大学の技術シードに対して、資金を提供するファ

ンドである。このファンドができてから、ルーバン大学における大学発ベ

ンチャー企業の数は激増している。また、ルーバンには、IMEC *10という

州と複数大学が共同で設立したエレクトロニクスの学際研究所があるが、

この研究所は、エンタープライズ部門、すなわち起業を支援する 12人程
度のセクションと、地域の VCにビジネス・プランをもっていくためのプ
レシード・ファンドを持っている。ルーバン大学のファンドも、IMECの
ファンドも、プレシード、すなわちビジネス・プランを作成する段階での

資金提供ということで、「死の谷」の克服システムをきちんとプログラムし

ている *11。米国のようなエンジェルは、欧州には少ないので、大学や研究

所が組織的にビジネス・プラン作りの支援を行っているのであるが、この

ような欧州型の方が日本には参考となるかもしれない。欧州、米国いずれ

にしても、「死の谷」のタイミングにおいて、ビジネス・プラン作成機能が

付いた資金提供というのが事業化の要となっている。

　最後に、わが国にはこのような産学官に金融機関も加えたような社会的

ネットワーク、あるいは、ビジネス・プラン作成機能の付いた資金源は存

在するのであろうか？ 筆者がみる限り、徐々にではあるが、新しいタイプ
の社会的ネットワークやハイテク・ベンチャー・キャピタルは誕生しつつ

ある。日本半導体ベンチャー協会（飯塚哲哉会長）などは、ベンチャー企

業に加えて VCや金融機関が参加しており、かつ、この協会に所属するい
くつかの企業が IPO*12している。また、大学の技術シーズに着目するファ



ンドとして、最近、仙台で東北イノベーションキャピタル、福岡で九州ベ

ンチャーパートナーズという VCが立ち上がった。これらの VCは大学の
技術の活用ということもさることながら、キャピタリストの力量を非常に

重要視したファンドを組成しており特筆される。例えば、福岡の九州ベン

チャーパートナーズは、ファンドマネージャーの選定についていろいろと

検討して、VCの本場であるシリコンバレーから水口啓氏（元安田企業投資）
をスカウトした。現在、彼自身のネットワークを活用して、米国の技術で

資金は日本、市場はアジアといったビジネス・プランを想定しつつ投資を

行っている。また、VCだけではなく、福岡県産業・科学技術振興財団の
久保善博専務理事を中心に、フクオカベンチャーマーケットを開催するほ

か、「半導体目利きボード」という NPO法人も福岡大学の友景肇教授とと
もに設立して、技術者のみならず、商社や金融機関も含めたメンバーを集め、

少しでもシリコンバレーに近い社会的ネットワークを作ろうと努力してい

る*13。また、仙台でも、シリコンバレーの JVSVNのようなシステムを作ら
んと、産学官のトップからなるラウンド・テーブル、あるいは、仙台市は

金融機関も含めた戦略会議といったものを創設し、社会的ネットワークの

強化に努めている*14。このように、我が国の起業環境あるいは産学官連携も、

各地で実質的なものに徐々に移行しようとしており、その速度の違いが地

域間の競争力の差となって現れつつある。

　また、シリコンバレー方式によらない新たな資金調達方法として、大企

業の中にある技術の活用、あるいは、日本が国際的に競争力を持っている「摺

り合わせ技術」などを事業化するためのカーブアウト（事業切り出し）フ

ァンドについても、現在さまざまな形で検討が進んでおり*15、2004年 10
月には、三菱商事と日本政策投資銀行が共同で、日本初のカーブアウトフ

ァンドを設立したところである。

これまでイノベーションと事業化を繋ぐシステム、特に資金調達方法に

着目してみてきたが、事業化に対して特にセンシティブな金融機関の関与

と触媒としての機能、すなわち「産学官＋金」という社会的ネットワークが、

各地で多層的に必要となってきていると言えよう。さらには、そのような

システムを早く、かつ、多数作った地域が、これからの熾烈な地域間競争

に勝ち抜いていくものと見られる。



これまで信用金庫は「どぶ板を踏んで営業する」といった泥臭いイメージ

で語られることが多かった。知的イメージの象徴である大学とは、最も縁遠

い存在の一つではなかったろうか。

その信用金庫が、今なぜ産学連携を真剣にサポートしようとしているのか、

信用金庫というものの存在を理解していただきながら、説明してゆきたい。

信用金庫は、銀行とほぼ同様の機能を持っている。決定的な違いは、営業

エリアが限定されることと、取引できる企業の規模が限定されることである。

したがって、地域の経済や地域の産業の浮沈が、即信用金庫の経営に跳ね返っ

てくるというわけだ。つまり地域とは運命共同体なのである。

信用金庫を含め、金融機関ほど古いビジネスモデルを踏襲してきた業態は

珍しいのではなかろうか。それは言うまでもなく、国の庇護の下、日本の高

度成長に支えられてきたからにほかならない。しかし、その背景もバブル

崩壊以降揺らぎはじめ、1998年に金融再生法 *1が施行されるに至り、完全

にビジネスモデルの転換を迫られることとなった。大手金融機関ほどドラス

ティックなモデル転換を進めたが、限られた地域で中小企業を相手に営業を

行っている信用金庫としては、大手金融機関のような方法でのモデル転換は

困難である。ダメな先を切り捨ててゆけば、取引先は半減しかねないのがお

おかたの信用金庫の実態であるから、何とか既存の取引先には生き延びる手

立てを提供し、また創業を支援し、取引先の増加を図って行くことが信用金

庫の目指す新たなビジネスモデルとなったのである。そして 2003年には金
融庁より、「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクション

プログラム *2」としてこのモデルが提示された。

この時期、もうひとつ大きなモデル転換を迫られていたのが大学ではな

かったろうか。門外漢である私がこのことについて多くを語ることは不適切

であるため、結果だけを記すが、特に国立大学は、社会に対する貢献を課せ

られつつ、国立大学法人化 *3を迎えようとしていた。産学官連携による貢献

となると、首都圏の大学と比較した場合、地方大学は不利であるため、首都

圏への進出を希望する地方大学が多く見られた。

翻って、信用金庫は新たなモデルを実践する手立てに頭を痛めていたが、

特に技術力の向上や新技術を持たなければ海外の工場に対抗できなくなって

いた製造業者や、先端技術を売り物にして新たに事業を興そうとする人たち

に対しては、支援や評価の手立てを持たなかった。そこで目を付けたのが大

学の存在であった。

そして信用金庫と大学の思惑を一致させるべく、私の中に想起されたのが

「コラボ産学官 *4」構想である。



何も産学官連携は今に始まったものではないが、かつて大学とはほとんど

縁のなかった、信用金庫や中小企業が取り組もうということになると話は別

である。大学側としても、いくら東京にスペースを提供してくれるからといっ

て、一信用金庫の呼び掛けに易々と乗っては来なかった。そこに救世主とし

て現れたのが安田氏率いる（株）キャンパスクリエイト*5 であった。大学さ

え連れて来れば後は何とかなるだろうと考えていた私にとって、安田氏は多

くのことを教えてくれたが、その中でも産学コーディネータの重要性と中小

企業の産学官連携は企業側の声にまず耳を傾けてあげることが大切であると

いう２点については、私が産学官連携活動を遂行するベースとなっている。

かくして、2004 年４月「コラボ産学官」は誕生したのである。コラボ産

学官は、これまで産学官連携活動のネックとなっていた人材や金銭の問題も

併せて解決し、ワンストップで産学官連携活動を結実させることを狙いとし

て、朝日信用金庫、NIF ベンチャーズ（株）などのベンチャーキャピタル、

あずさ監査法人、（株）キャンパスクリエイトや事務局長を買って出てくだ

さった江原氏をはじめとしたベテランコーディネータ陣がメンバーとして参

画している。そこに全国から、産学官連携に意欲を燃やす大学、機関が参画

して共に活動するという、日本には例を見ない組織が出来上がったと自負し

ている。

これまでわずか 9 か月余りの活動期間ではあるが、コラボ産学官に対する

世間の反響は想像を遥かに超えるものであった。大学、行政、金融関係など

から活動に加わりたいといった主旨の話が多く持ち込まれているし、マスコ

ミにも好意的な評価を頂いている。

しかも、早くもコラボ産学官を飛躍させるための次の施策が動き始めてい

る。コラボ産学官の活動を東京だけにとどめるのは本意ではない。産学官連

携活動の機会は日本全国で与えられるべきというのはコラボ産学官発足当初

からの基本理念であったが、全国の信用金庫にコラボ産学官を開放しその実

現を図ろうというものだ。

それから、信用金庫でもベンチャーキャピタルでも資金提供を躊躇（ちゅ

うちょ）する、大学発ベンチャーに創業資金や開発資金を提供するために、「コ

ラボ・インキュベーションファンド」というものを早期に立ち上げたいと考え

ている。詳細については、紙面に限りがあるため省略するが、コラボ産学官

の活動が、より効果を発揮できるようなインフラを積極的に付加してゆきたい。

最後に、信用金庫はなぜ「コラボ産学官」を支援するのかについて少し記

載したい。

産学官連携事業は、産、学、官がお互いの持ち分の範囲で、相互に補完し合

うことにより相乗的な効果を得られるものと考えているが、大学のポテン

シャルに対して敬意と憧憬と強い期待を抱いている中小企業は、大学にとっ

て非常に相性の良い相手ではないかと感じている。また中小企業を支援する

ことが信用金庫の最も重要な使命であることから、信用金庫は中小企業と大

学との媒介役となるべく、その手段として「コラボ産学官」を熱烈に支援す

るのである。

時間は多少かかるかもしれないが、日本の産業構造が、このような連携活

動を通じて変化していくことを期待している。



松田　一敬
（まつだ・いっけい）

北海道ベンチャーキャピタル（株）
（株）HVC 戦略研究所
代表取締役社長

*1：投資事業有限責任組合
いわゆる投資事業有限責任組
合法に基づき設立された、未上
場ベンチャー企業等への投資
を目的とした組合のこと。組合
名称中に「有限責任」と入って
いることが重要で、同法におい
ては、投資事業有限責任組合の
組合員のうち業務執行をしな
い組合員を有限責任組合員と
し、その責任を出資額までに制
限している ｡ 民法 667 条以下
の任意組合形式で設立された
「投資事業組合」の場合は、た
とえ業務執行をしなくても、組
合員である限りは無限責任を
負う余地がある ｡
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◆北海道にとって外貨を稼ぐ産業を
2004 年 12 月 27 日、北海道新聞の１面を『北海道ベンチャーキャピタ

ル　大阪、米の同業と提携　バイオ関連　進出、誘致に期待』という記事

が飾りました。本文は「ベンチャー企業の発掘、育成に取り組む北海道ベ

ンチャーキャピタルは 27 日、バイオ産業の集積地である関西地区と米国・

カリフォルニア州をそれぞれ拠点とする同業 2 社と業務提携を結ぶ。国内

外に豊富な人脈と情報を持つ 2 社と提携することで、ベンチャー企業の道

外進出を支援したり、米国ベンチャーの道内誘致などを目指す……。」と始

まっています。北海道ベンチャーキャピタル（HVC）はその設立の理念と

して、

１．北海道にとって外貨を稼ぐ産業を育成する

２．世界を目指す企業の発掘、育成、誘致を目指す

３．技術指向のベンチャーをマーケット指向にする

４．面としての北海道の底上げ、魅力を高めて道外から資金を呼び込む

５．産学連携の推進、新しい付加価値の創造

６．従来北海道になかった金融機能、ファイナンス手法の導入

７．地域の共生を念頭に置いた企業育成

　　　（北海道のパイが増えればみんなが恩恵を受ける）

を掲げています。今回の３極提携はこのような理念に基づき、道内企業の

育成と道外進出の支援、道外企業への投資を通じた有力ベンチャーの誘致

への足がかりになると期待しています。

HVCはベンチャーキャピタルとして３本の投資事業有限責任組合 *1 を運

用し、IT・バイオをはじめとする技術系企業、大学発ベンチャーなど約 40

社に投資を行っています。サッポロバレーの IT２社を含め、既に投資先５

社が株式公開しました。

一方、戦略的シンクタンク兼コンサルティング会社である（株）HVC戦

略研究所を通じて技術インキュベーション、技術移転、産学連携の推進、

地域におけるクラスター政策の立案を行っています。シンクタンク機能の

例としては知的クラスター創成事業『札幌 ITカロッツェリアの創成構想』

の企画立案、モデル構築を行っています。北海道はバイオクラスター形成

において全国的にも先進地域の１つとされていますが、この仕組みづくり

にも協力しています。コンサルティング機能としては特許戦略の立案や技

術移転のアドバイス、事業提携コンサルティングなどを行っています。

北海道はなんでもそうなのですが、ネタや原料はいいが、それに付加価

値をつけるのが苦手です。北海道産の農産物は高いブランドイメージを持
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ちますが、付加価値をつけて売るのが下手なように、北海道大学（北大）

をはじめとする道内大学、研究機関には優れたシーズがありますが、これ

に付加価値をつけ、事業化する機能がまだまだ十分ではありません。HVC

はこのような大学･研究機関のシーズの付加価値創造を行う民間企業です。

そのため、北海道 TLOとも業務提携を結んでおり、さらに筆者が小樽商科

大学ビジネススクール非常勤講師や北大先端研の特別研究員であることを

通じて大学との関係を密接なものにしています。

◆優秀な人材を集める
地域を元気にするためには面白い人材や企業が出てくることが必要です。

そこでHVC戦略研究所では北海道に移住してきた高い専門的知識経験を持

つ人物、北海道出身者、北海道やHVCに興味を持ってくれる国内外の専門

家などを集めています。彼らは最近よく取り上げられることの多いインディ

ペンデントコントラクター（IC）*2 であり、経歴としては財閥系シンクタン

ク出身者、外資系証券会社幹部、製薬企業の開発担当者、ITコンサルタント、

ロボットの権威などレベルの高い人材が集まってきています。彼らの存在

が、HVCの産学連携支援にも大きく役立っています。大学シーズの事業化

を進める際、教授などの研究者とサイエンスレベルで同等の議論ができる

ことが重要で、その上でようやく事業化、ファイナンス、マーケティング

の話ができるわけです。優れた ICは、HVCの得意分野である IT、メディア、

バイオ、エネルギーなどで同等に大学等の研究者と議論し、技術面からビ

ジネスの可能性を探ります。

◆ベンチャー企業への投資は誘致ならびに北海道の産学連携の推進につながる

当社は投資対象を道内に絞らず、道外、海外にも投資することでそれら

の企業と北海道との関係を深めています。ベンチャーへの投資は最も効果

的な企業誘致でもあります。例えばHVCのバイオファンドには北海道から

（財）北海道中小企業総合支援センター経由で１億円の出資を受けています

が、既に投資先が道内へ８億円の直接投資を行うなど経済効果も上がって

います。さらに北大との共同研究や寄附講座開設につながる例や道内投資

先との連携も複数出てきており、バイオファンドによる投資が実際に道内

の産学連携を加速しています。

道外の技術系ベンチャーへの投資はこれまではバイオが中心でしたが、

今後はエネルギー、IT、ナノなど北大などが競争優位を持つ分野に広げて

いきたいと思っています。HVCによる投資を通じ、道内大学との共同研究

が増えるとともに、地元におけるベンチャー設立や技術移転、企業の進出

が活発になることを期待しています。

このように当社はベンチャーキャピタルを通じた投資と戦略研究所を通

じた戦略的シンクタンク機能、技術インキュベーション機能を駆使して、

北海道のネタに付加価値をつける活動をしています。日本は地方がよくな

らないとよくなりません。産学連携を通じた地域興しのモデルになればと

考えています。

*2：インディペンデントコント
ラクター
　期限付きで専門性の高い仕
事を請け負い、雇用契約ではな
く業務単位の請負契約を複数
の企業と結んで活動する独立・
自立した個人のこと。



　1862 年のモリル法通過以来、米国の大学、民間企業、政府は連携して、

大学の研究プログラムから生まれた発見の成果を産業に生かしてきました。

こうした長年にわたるパートナーシップから、すばらしい新製品が数多く

誕生し、競争力を支える革新的な製品を開発するには、大学の基礎研究を

導入することが有効だという考え方が定説となってきています。

　このような産学連携においては、それぞれの文化的風土の違いを考える

ことが重要になります。大学と企業では、研究への資金拠出の方法、期待

される研究プログラムの成果、研究の結果を管理する方法がそれぞれ異なっ

ています。ほとんどの大学の使命はおおむね、教育、研究、公共福祉の３

つであるといえましょう。このような使命の各要素を達成するため、大学

は、仲間同士で情報を共有し、査読論文で研究結果を公表することを奨励

する風土を育んでいます。一方企業では、販売して利益を得ることによっ

て出資者に還元できるような製品の開発に科学を用いているのです。一般

に、企業は利益のために科学を運用し、秘密情報を早い段階で開示しない

で抱えていこうとします。

　大学から産業界へ知識や技術を移転する経路はいろいろありますが、最

も大きく、よく知られているのは、学生を教育することと研究成果を科学

文献に発表することです。

　結果として知識の移転となる方法として、教職員によるコンサ

ルティングの協定（体制）、大学の研究室での研究に企業がスポン

サーとなる、大学の科学者と企業の科学者が共同研究を行うコン

ソーシアム、大学で創出された発明を企業にライセンス供与し、

開発続行と商品化を行う、大学での特定の発明品の開発のために

会社を創設する、研究室間で研究材料を交換する、などがあります。

　大学が技術移転を行うのには、さまざまな理由があります。

　その第一は、アメリカの大学における研究の主要なスポンサーである連

邦政府が、資金供与の条件として技術移転を義務付けているという点です。

バイ・ドール法によって、補助金を受ける大学やNPOは、研究成果を公共

の役に立ちやすいように商業化することが求められるようになったのです。

アメリカの大学では教職員の起業マインドが高まり、研究の成果を、公共

のためになる製品の開発やサービスへつながることを望むようになってい

ます。中にはベンチャー企業への参加を希望する人たちもいます。大学の

研究室で創り出された技術の特許を取ったりライセンシングを行ったりす

ることは、こうした希望をかなえ、その研究が社会に役立つことを示す方

法のひとつとみなされています。

　技術移転で産業界との連携を強めることにより、学生の就職の機会、別

異文化間の橋渡し

知識のための知識

オープンな会話
学問の自由

公開制限
秘密保持

利益のための知識運用

大　学 企　業

教育
利益

新規で有用な

技術の商品化

製品 R＆D

研究

サービス

経済発展



の研究への資金援助、さらには大学への寄付が得られることもあります。

　研究大学は、産業クラスターや高成長地域に不可欠の要素ととらえられ

ています。研究大学で開発された技術を利用して地域で会社を起こす、あ

るいは既存の会社での新製品開発に利用するなど、大学の存在はいろいろ

なレベルで経済に貢献することができます。

　技術移転を行うことによって、所得が生まれ、これによってさらに大学

内で研究や教育を補助することも可能です。たとえばワシントン大学では、

技術移転プログラムで得られた収入の一部が、大学院生の研究奨励制度へ

の補助金や学内の懸賞研究プログラムの賞金として使われています。

　アメリカでは、バイ・ドール法として知られる 1980 年の特許商標法へ

の修正条項公法 96-517 によって大学からの技術移転が推進されています。

この法律は、連邦が資金を提供している研究によって得られた発見を公共

の利益のために商品化する際に、民間からの投資を促進することで、経済

発展を増進させようという目的で施行されたものです。当時は、連邦政府

の資金援助を受けて大学で行われている研究が目に見える形で市場に出る

ことが少なく、研究に対する政府の投資が一般市民の役に立っているとい

う印象が薄かったために、この法律の制定となったわけです。こうして、

連邦政府の研究補助金の受け手である非営利団体（大学を含む）は、その研

究補助金を使って行われた研究から派生する発明の所有権を保持すること

が許可される一方で、その発明の開発のために民間企業のパートナーを捜

す責任が課されています。その結果、大学での発明の特許とライセンシン

グが大幅に増えたため、バイ・ドール法は、「アメリカでこの半世紀に施

行された中で最も有効な法律かもしれない」（エコノミスト 2002 年 12 月

14 日号）と評されました。

　しかし、この時期に行われた変革でアメリカの大学発の技術に対する関

心を高めたのはバイ・ドールだけではありませんでした。技術革新に依存

する産業、たとえば、コンピューターソフトウェア、先端材料、バイオテ

クノロジーなどの台頭が、産業界と大学との関係に変化をもたらしました。

また、特許権の保護が厚くなったことを示す出来事もありました。すなわ

ち特許にかかわる係争の審問と解決を専門に行う連邦巡回控訴裁判所が設

立されたこと、生命体への特許を可能にした米国最高裁の決定（チャクラ

バーティ判決）によりバイオテクノロジーにおける創造性に新たな道が開

かれたことなどです。

　多くの州や地域で、大学の研究と技術移転を経済開発プログラムの重要

な要素であると位置づけるようになり、産業クラスターの育成や熟練労働

力の育成にも大学の強力な研究が重要であると考えられるようになりまし

た。地域経済活性化に対して大学での研究が重要な役割を果たすとの認識

から、州政府や連邦政府は、技術開発を通して競争力を高めるプログラム

を創設しました。多くの場合、こういったプログラムは研究の後半と商業

化に重点を置く産学間の共同研究を奨励もし、サポートもします。

　大学から企業への研究をよりうまく移転するためにさまざまなモデルが

使われてきました。このモデルは、それぞれ連携にかかわる企業の技術分
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野によっても、産学協同の進展方法によっても、また、連携の

及ぶ範囲によっても違いがあります。

　技術ライセンシングはおそらく、産学連携が最良に文書化さ

れたもののひとつといえます。AUTMのライセンシング活動年

次調査報告書は、大学の研究室で生まれた技術を、開発・商業

化のために既存の企業に移転した例がこの 12 年間に急増した

と述べており、大学で開発された技術のライセンシングにより

導入された画期的な新製品について報告しています（www.autm.net）。

　開始企業とは、大学の研究室で生まれた技術が、開発・商業化のために

新会社に移転する、そういった企業のことであると思います。これらはリ

スクの高いベンチャーで、成功するためには、技術の他に経営の才能と適

切な資金手当てが必要になります。AUTMの調査報告書では、大学発の技

術を開発のために移転させる、こういったアプローチが増えていると述べ

ています。

　受託研究契約では、企業スポンサーから提供される資金を使って大学の

研究室での研究プロジェクトを行えます。これらは通常、文言に制限のつ

いた契約であり、したがって、通常は研究範囲が特定されています。この

ような契約は、ほとんどの場合、企業の研究・開発プログラムにみられる

特定の問題を解決する研究に資金を出すための契約なのです。

　研究コンソーシアムは、特定のテーマについて大学の研究者と企業の研

究者を一堂に会させる大学内に設置される専門センターです。ワシントン

大学では、ワシントン大学人工生体材料センター（UWEB : Un iver s ity of 

Washington Engineered Biomaterials）やプロセス分析化学センター（CPAC）

などがこれにあたります。これらのセンターは科学者が一般的な問題を解

決し、競争以前の研究を行う場となっています。企業も年会費を払ってセ

ンターの会員となり、会員になることで、特定の研究製品に直接資金を出

すこともでき、またセンターの研究で生み出された技術にアクセスもでき

ます。アメリカの多くの大学に設立されているNSFエンジニアリング研究

センターは、研究コンソーシアムの中でも顕著な例といえましょう。

　ハイレベルの研究連合は大学に研究費を援助する長期の契約で、たいて

いの場合、大学と資金を出す企業双方の代表者からなる委員会が運営をつ

かさどっており、大学と企業が共同で研究プロジェクトを選択します。また、

その研究による発見の商品化権は企業に属します。このような関係の例と

しては、モンサント社とワシントン大学（セントルイス）、アムジェン社と

マサチューセッツ工科大学、サンド社とスクリプス研究所、ノヴァルティ

ス社とカリフォルニア大学バークレー校の長期共同研究プログラムなどが

あげられます。重要なことに、ノヴァルティス社とカリフォルニア大学バー

クレー校の関係の外部審査報告書は、この関係を「興味深い実験」としな

がらも、将来はこのような広範な研究関係は避けた方がよい、と結論して

います。また、ひとつの大学と広範な研究関係を結んだ会社で、その関係

から製品開発に十分な利益を得たところはないようです。

　ハイレベルの技術協力は、新しい連携の形で、企業がその専門の知的資



産へのアクセスを研究機関に許す見返りに、技術に関する権利を得るもの

です。この形態では、企業から大学への研究援助が行われる場合と、そう

でない場合があります。このような関係においては、大学の研究者が容易

にアクセスできないような専門の設備や探知技術、あるいは細胞組織や遺

伝子資源へのアクセスが許されることもあります。このような関係があれ

ば、研究機関の教職員の研究プログラムは有利となり、連邦の研究費を引

き出すのにも役立つと考えられています。

　大学と企業は、さまざまなモデルによる連携の実験を重ねており、時折、

新しいモデルの出現も期待できます。

　州および連邦政府の推進する連携と経済発展のモデルを中心にお話しし

ておりますが、アメリカの大学での研究と技術移転に影響する要素はほか

にもあります。大学への研究助成金を最も多く出しているのは間違いなく

連邦政府で、各大学が責任をもってこれらの資金を管理する

ことを期待していますが、各出資機関には、この多額の出費

の実用的な効果を目に見える形で示さなくてはならないとい

うプレッシャーもあります。このことは、薬剤スクリーニン

グを支援し、企業との連携を推進するために、場合によって

はバイ・ドール権に例外を設けている国立衛生研究所（NIH）

の最近のロードマップ・イニシアティブにも表れています。

　医療の改善、革新的な製品の導入など、政府、大学、産業界は、

研究が社会に及ぼす効果を示そうと努めていますが、大学で

の研究の商業化が強調されることへの懸念を表明する人たちもいます。

　商業化を強調するあまり、利益の衝突が起きて、大学での研究の客観性

が損なわれかねないと心配する人もいます。商業的な関係は、現在大学で

行われている研究の種類ばかりでなく、研究の成果にも影響を与えてしま

うのではないか。この人たちは、商業化を強調することで、大学の中心的

価値観が危うくなっていると主張しているのです。

　大学が連携によって社会的効果を改善したことをもっと強調すべきだと

いう人たちもいます。この人たちは、大学が、開発途上国のためになるよ

うな製品開発や、商業的価値は低いけれども人道的効果のある用途にむけ

て権利を保持するために、ライセンスや資金援助の関係を取り決めるべき

だと主張しています。たとえば、開発途上国のために農業バイオテクノロ

ジーの権利を保持したり、マラリアのような病気のための技術ライセンス

を供与したりする努力がこれにあたります。

　大学と産業界は、さまざまな形で生産的な関係を結び、これによって大

学は研究プログラムを拡大し、学生のチャンスを広げ、学問的使命を支え

る収入を得てきました。産業界も特殊な研究プログラムにアクセスしたり、

特殊分野の専門家である教職員とともに研究したり、製品開発に役立つア

イデアや知見にアクセスしたりすることによって利益を受けてきました。

今後重要なのは、大学の使命が保証されるとともに産業界が求める成果が

得られるような関係の中で、大学と産業界が連携を続けていくことだと思

います。



私は、2000 年 9 月に国立大学発ベンチャー第 1 号 ( 株 ) ジェネティッ

クラボ *1 の兼業取締役に就任した。それは、経済産業省の「平沼プラン *2」

で大学発ベンチャーの創業が声高に叫ばれるようになる半年前のことであ

る。この会社は遺伝子解析技術を核に、がんや慢性疾患の予防診断と創薬

を目指す会社で、現在の従業員は 50 名を超えている。設立時の資本金は

1,000 万円で 6 カ月以内に資金がショートすることは目に見えていた。当

然、第 1 回取締役会での重要議題は資金調達に関するもので、今後 3 年間

の事業スケジュールと必要資金の見通しについて議論が交わされた。増資、

ベンチャーキャピタル、貸借対照表、損益計算書……。さっぱり分からな

い言葉が飛び交っていた。

この会社の初代社長は、ペンシルヴァニア大学医学部併任準教授の橋本

康弘氏で、米国流のベンチャー企業のノウハウが取り入れられていた。す

ぐに北海道ベンチャーキャピタル *3 から投資を受け、そこの常務を最高

財務責任者 (CFO) に迎えた。監査役は小樽商科大学 (小樽商大 ) の瀬戸篤

助教授で、人事院と交渉して (株 ) ジェネティックラボを国立大学発ベン

チャー第 1 号にした立役者である。彼はこの後、大学発ベンチャーの伝道

師となって多くの大学発ベンチャーの設立にかかわることになった。私に

も、医学系の大学教授から大学発ベンチャーをつくりたいので支援してほ

しいという話が舞い込むようになった。「3 年間で大学発ベンチャー 1,000

社」という平沼プランの追い風もあり、ベンチャー設立フィーバーが始まっ

たのである。そこで小樽商大の瀬戸助教授と私で北海道大学 (北大 ) 発の

バイオベンチャーをいくつか作ることになった。

こうなると「なぜ大学発ベンチャーが必要なのか」という理論武装をし

なければ、大学本来の使命である「教育と研究」との整合性を語れない。

幸い、小樽商大の大学院は社会人学生のために夜間の授業が整備されてい

る。しかも、北大からわずか車で 10 分間の距離にある札幌時計台の隣の

ビルでサテライト講義をしている。これなら勤務時間と重複せずに大学院

に通えると考え、私は 2002 年度から小樽商大商学研究科修士課程の経営

管理コースで経営学を学ぶことにした。

私が入学した経営管理コースは 2002 年度の入学者が 11 人で、うち社

会人は 7 人だった。社会人学生は 1、2 年合同で金曜の午後 6 時から 3 時

間、瀬戸篤助教授に修士論文の指導を受けた。公認会計士や弁護士、元ベ

ンチャーキャピタル社員、大学発ベンチャー社長、学内発明を企業に移転

する「ライセンス・アソシエイト」の予定者、そして医学博士の私。出身

は多岐にわたり大学発ベンチャーを興すのに必要な人材がほとんどそろっ



 
ていた。社会人入学の利点は、こうした人たちと苦楽を共にして、信頼し

合える人的ネットワークを持てることにある。研究開発でも経営でも問題

解決の重要なカギとなるのは人的ネットワークである。ベンチャー企業の

成長に必要な 3 要素として、「ヒト、カネ、モノ」とよく言われるが、そ

れは経営のできる人、資金を導入できる人、ビジネス化できる製品を作れ

る人で、結局、「ヒト、ヒト、ヒト」である。

マーケティング管理論、財務会計論、特許戦略論、経済データ解析、国

際会計論などを、私は初めて教わった。その結果はっきり分かったことは、

我が国が置かれている立場である。第二次世界大戦以後これまでキャッチ

アップ戦略で欧米に追いつけ追い越せでやってきた我が国がついに追いつ

き、1990 年代に入って先頭を走るフロントランナーにならざるをえなく

なったことである。そのためには、知的財産を活かした新産業の創出が必

要であり、その知的財産が有効に使われずに埋もれているのが大学なので

ある。ここに大学発ベンチャーの創出を促進する理由がある。米国はバイ

ドール法などを制定して 25 年前から大学の知財の有効活用を進めてきた。

2002 年度には文部科学省も大学の第 3 の使命として「知の創造と活用」

を追加した。このような理解に基づいて修士論文を書くことにした。

北海道では全国に先駆けて国立大学発ベンチャーが誕生。以来、3 年で

13 社の大学発バイオベンチャーが生まれていた。うち 4 社は事業の成否

の判断や役員人事の決定など設立に直接かかわり、2 社は資金の集め方や

学内手続きなどの相談に乗った。そのほかに設立を断念したものが 2 社あ

る。そうした経験を踏まえ、「北海道の大学発バイオベンチャーの創出促進」

というテーマで修士論文を書いた。「知的財産、資金、ビジネスの基盤充実

が叫ばれるが、バイオベンチャーの成功事例と成功体験者の蓄積こそが基

盤を作ることになる」という内容である。

私は自分の経験を伝えるために、7 月に「株式会社イーベック *4」とい

う治療用ヒト抗体を作るバイオベンチャーの兼業取締役になった。さらに

2005 年 4 月から、小樽商大ビジネススクール *5 で「ライフサイエンス・

ビジネス」の講義を担当する。大学発ベンチャーを作るのは簡単だが、そ

れを育てるのがいかに難しいかを実感した 4 年間であった。



筆者は、最近 10 年の間に岩手県科学技術振興室、（財）岩手県高度技術

振興協会、岩手大学地域共同研究センター、そして現在の岩手県工業技術

センターと異動し、一貫して地域の科学技術政策と産学官連携政策を現場

で推進する役割を担ってきた。その中で、旧科学技術庁生活・地域流動研

究および地域先導研究、旧科学技術振興事業団（JST）地域研究開発促進拠

点支援（RSP）事業、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）地域コ

ンソーシアム研究開発事業、JST地域結集型共同研究事業、文部科学省産

学官連携コーディネータ派遣事業、経済産業省地域新生コンソーシアム研

究開発事業、文部科学省都市エリア産学官連携促進事業といった、一連の

政府助成プロジェクトの導入や実施に関わってきた。この間、RSP 事業に

よる「科学技術コーディネータ」の配置を契機に、地域結集型共同研究の「新

技術エージェント」、文部科学省の「産学官連携コーディネータ」、都市エ

リア産学官連携促進事業の「科学技術コーディネータ」と、いわゆる産学

官連携コーディネートを司る人材の配置を支援する事業が増え、これらの

人材は、それぞれの事業や機関において大きな役割を果たしてきている。

岩手県においては、平成８年からのネットワーク構築型 RSP 事業の科学

技術コーディネータ１名、平成 12 年からの研究成果育成型 RSP 事業の科

学技術コーディネータ４名の配置は、今日まで地域産学官連携の発展を支

える基盤として機能してきた。RSP 事業の枠組みのもと、科学技術コーデ

ィネータの草分けの一人であり、現在も主導的役割を担っている丹野和夫

氏を中心に、大学研究者、産業支援機関、そして企業のネットワークを構

築して、産学官それぞれから数多くの研究成果（シーズ）を収集し、育成試

験とそのフォローアップを行ってきた。さらには、可能性ある成果をほか

の研究開発事業に橋渡しして、商品化まで繋ぐなどの成果を上げるなかで、

県内の産業支援機関、大学、公設試（工業技術センター）においても、産学

官連携に取り組もうとする機運が醸成されてきた。

しかし、国の指定を受けて９年間実施してきた本県の RSP 事業も、本年

３月で終了することになっている。これに伴って、４名の科学技術コーデ

ィネータ（大学OB１名、民間OB３名）が退任してしまうとなれば、彼ら

が築いてきた人的ネットワークや産学官連携のノウハウの多くが、十分に

継承されないまま消失してしまうことが懸念される。

すでに、平成 11 年 10 月から平成 16 年９月まで実施された地域結集型

共同研究の新技術エージェント３名（民間OBの非常勤１名、民間派遣の常



勤１名、地元大学教員の兼務１名）は、事業終了と同時に、退任もしくは

派遣元に戻ってしまった。平成 14 年に開始され、本年３月に終了予定の

都市エリア産学官連携促進事業の科学技術コーディネータ２名（民間派遣

の常勤１名、民間派遣の非常勤１名）も、派遣元の民間に戻ることが予想

される。

これらのプロジェクトに配置された産学官連携人材は、事業の期間中、

それぞれにまったく違ったベクトルを有する「産」と「学」を協働させて、

研究開発を推進するための調整が主な業務となる。したがって、具体的な

事業化への取り組みが始まるのは、むしろプロジェクト終了後になるのだ

が、その段階では、中核となっていた産学官連携人材が任期切れで不在と

なってしまうことから、せっかくの研究成果を事業化に発展させる取り組

みが滞ってしまうという強い懸念がある。

一連の事業を経験するなかで、本県では産学官連携とその連携人材の重

要性が認識されてきたところであるが、多くの事業が平成 16 年度にたて

続けに終了し、プロジェクトで活躍された数多くの産学官連携人材が流出

し、事業化に向けた十分なフォローができない事態となっている。人材の

継続配置がままならない悩みは、本県だけでなく、すべての地域が抱えて

いると思われる。

その対策として、県が独自の制度を設けて、産学官連携人材の配置も含

めたプロジェクトのフォロー事業を検討することは、もちろん必要である。

しかしそれ以前に、例えば、RSP 事業の科学技術コーディネータや、地域

結集型共同研究の新技術エージェントの人材を、県や自治体、産業支援機関、

公設試といった地域公共機関から派遣した場合でも、その人件費を事業の

枠組みの中で支援するような仕組みができないものだろうか。こうした仕

組みに支えられて、地域公共機関の人材が、産学官連携の現場でノウハウ

を積む機会が促進されれば、事業終了後にそれぞれの派遣元に復職してか

らも、事業期間中に構築したネットワークやノウハウを活用して、その後

の事業化に向けた連携活動を地域において継続できるのではないだろうか。

このような制度が可能となれば、公設試もその主たる業務として産学官

連携を掲げ、自ら積極的に産学官連携人材を養成・配置し、産学官共同研

究開発プロジェクトの企画立案から関わり、事業が採択されれば所員をコ

ーディネータとしてプロジェクトへ派遣し、プロジェクト終了後には再び

公設試に復職し、地域支援の現場において事業化に向けた継続的な連携支

援が可能となる。

なお、このような制度を待つまでもなく、当センターでは、すでに平成

15 年４月に筆者を産学官連携担当に任命し、①大学との連携による研究推

進、②競争的研究開発資金による研究開発の推進、③産業支援機関との連

携による研究成果の事業化支援、④北東北公設試間の共同研究検討など、

産学官連携業務を主たる業務に位置づけてきているが、今後さらに、前述



したような産学官連携人材の派遣支援制度が発足すれば、全国の公設試に

おける産学官連携への取り組みが加速され、地域における産学官連携人材

の継続的配置の可能性が広がるものと考えている。 

本ジャーナルは、オンライン（双方向）の利点を生かして、産学官連携に

関わる政策立案者と活動者の議論の場として利用されることが目的である

とのこと、今回の筆者の意見に対しても、「同感である」「すでに制度上運

用可能である」「無理ではないか」「それに代わる手法がある」など、各方

面からさまざまなご意見をいただけること、有意義な議論が広がることを

大いに期待している。



*1:TLO法
「大学等における技術に関する
研究成果の民間事業者への移
転の促進に関する法律（平成10
年 5 月 6 日法律第 52 号）」。
大学で開発された技術や研究
成果を民間企業へ移転する承
認 TLO（技術移転機関）の活動
を、国が支援するために施行さ
れた法律。
h t t p : / / w ww .m e t i .g o . j p /
policy/ innovat ion_corp/ t lo/
t lolow.pdf を参照。

マイケル・G・ノートン

東京工業大学工学部教授

*2：スピンアウト、スピンオフ
大学や研究機関で開発された技術
などをもとに、大学発ベンチャー
として起業したり、分社化するな
どして、別会社を創設すること。

*3：21 世紀 COEプログラム
h t t p : / / w ww . j s p s .g o . j p /
j-21coe/ を参照。

*4：産業クラスター計画
h t t p : / / w ww .m e t i .g o . j p /
topic/ data/ e20308aj.html を
参照。
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私は、英国の大学と日本の企業の間で連携を促進する英国大使館の仕事

で 5 年間、東京工業大学では、「技術革新と富の創造」を教えて 6 カ月を

過ごしてきた。この経験をふまえて小論を述べたい。

日本の大学からの技術移転を促進するための TLO法案 *1 が国会を通過し

てから 5 年以上が経過した。その間の TLOの活動の結果、2001 年度の国

内の TLO全体の累積ライセンシング収入は 4 億 1 千万円で、ほぼ同じ年

に英国の大学が得たライセンシング収入の 8 分の 1 だった。

しかしながら、2004 年 3 月には、日本で TLOが設立されて以来の累積

ライセンシング収入は 14 億円となり、いくらか英国のレベルに近づいた。

数だけでなく、会社の規模や評価額を比較しないとはっきりしたことは言

えないが、大学からのスピンアウト*2 を比較すると、英国では毎年 200 前

後の新会社が設立され、日本と同レベルである（2004 年初めまでの累積で

531 社）。研究の生産性は英国などと比べるとまだかなり低いものの、日

本においても研究成果や論文を活用して産業に結びついた例も増えてきて

いる。

技術移転の割合が相当上がってきているとはいえ、国内経済への波及効

果はまだ小さい。技術移転を進めるとナショナル・イノベーション・シス

テム（NIS）にとっては有効かもしれないが、経済全体に対して特効薬にな

るわけではない。経済分析によると、日本における技術革新の実績は好

調で改善傾向にあるが、景気の方は 1990 年以来低迷を続けている。日本

の企業は研究開発への投資を続け、多くの技術分野で国際的にも指導的な

地位を保っている。インターネットやバイオテクノロジーといった分野で

米国に注目が集まっても、通信技術、光学、そのほかの重要な分野で日本

は今も抜きん出た強さを保っている。しかし、このように日本経済全体の

10％に国際競争力がありながら、その技術革新が国内経済へと拡散してい

かない。ここに低成長のひとつの原因がある、と多くの分析結果が指摘し

ている**。

国内経済の活性化に貢献するには、現代の大学は教育だけにとどまらず、

地域や地方にある技術革新の種に関して突っ込んだ研究をすることによっ

て拡大していくことが必要である。産学連携の推進は、このような背景で

考えるべきである。文部科学省の卓越した 21 世紀 COEプログラム*3 や経

済産業省の産業クラスター計画 *4 などに見られる現在の政策には、この地

域経済の重要性が認識されている。しかし、これらの政策によって技術革

新における学界との真のパートナーシップを求める動きを、どの程度産業



*5：LINK プログラム
http:/ / www.ost .gov.uk/ link/
を参照。
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界に起こすことができるだろうか。

多くの分野で企業における研究開発への投資が、基礎研究においてさえ、

おおむね自前で行われているという点で、日本は国際的に見て特異な存在

である。さらに、国のプロジェクト推進のために経済産業省の資金を得て

いる研究団体も、主に企業の研究開発を支援しており、大学を対等なパー

トナーとして迎え入れることにはあまり熱心ではない。TLOやベンチャー

企業、スピンアウト企業に関する現在の政策は、産業界での「需要」を掘

り起こすことよりも、既存の研究の「供給」をどうにかすることが基本になっ

ている。

これとは対照的に、英国では、多くの企業が大学の基礎研究を自社の基

礎的アイデアの供給元と考えており、自前の基礎研究部門を廃止して久し

い。政府の方針でも、産学連携による共同研究に特別助成金を交付するこ

とによってこの傾向を支援している（一例である LINKプログラム *5 によっ

て達成された技術革新で 2 万人の新たな雇用を実現した）。また、多くの

大学に対する政府からの特別な財政援助の事業計画が、産業界からの支援

と資金協力を条件にしている。研究における適切なパートナーシップに対

するこれらのインセンティブにより、共同の取り組み、相互尊重、共同作

業が促進されている。英国には、日本の経済産業省のプロジェクトとそっ

くり同じものはなく、英国の場合は大学が大きくほぼ同等に、関与するこ

とが求められるのが通例である。このような方式にすれば、産業界におけ

る大学の頭脳と研究能力への需要を引き出すことが可能であり、日本の技

術革新システムにおける大学の貢献度を引き上げることができるであろう。

●参考文献
**



地域におけるコーディネート機能を高めることを目的に平成８年 10 月

にスタートした科学技術振興機構（JST）の地域研究開発促進拠点支援事業

（RSP）*1 について北海道もその指定を受け、それにかかわるコーディネート

活動に従事して、都合７年半でその任を終えました。その期間中、本事業

は ｢ネットワーク構築型 ｣を経て ｢研究成果育成型 ｣に移行し、当初は戸

惑いと力不足を感じながらの活動でした。特に長いこと公設試に身を置き、

地域産業の技術支援をしてきた者にとって全く異なる立場と環境のもとで、

大学などの広い機関からのシーズを発掘・育成して事業化に結び付ける一

連の活動は、ポスト RSP 活動のためにも極めて有意義でした。その経験と

共に、活動を通して蓄積されたコア技術群（エネルギー・食・環境分野）が、

引き続き民間ベースによるコーディネート活動の重要な経営資源となって

いることは言うまでもありません。

これまでの技術移転活動では本事業の性格上、大学の研究成果が主体で

したが、事業化に結びつけるコーディネーションプロセスは課題ごとに異

なりました。特に地域企業に対しては、一つの事業化に次いで関連する技

術開発のインプットによって継続的にアウトプットを出すことのできる育

成支援、それは大学発ベンチャーの育成にも通じたコーディネーションの

重要な視点です。したがって、大学等研究成果の活用には、当初の狙いに

加え、その応用性を一緒に考えながら、他技術分野への展開も重要で、そ

れが末広がり的技術シーズであるか、その見極めが必要となります。その

ためのコーディネータの気づきと発見が重要なことへの感を一層、深くさ

せます。また、地域的社会問題となっている環境などの分野にこそ、技術

開発が遅れ、ビジネスチャンスがありますが、その対応には産学官連携の

もと、技術のシステムインテグレーションによるコーディネーションが必

要で、そのような活動が今後のコーディネータ冥利につきる役割と考えて

います。

現在、全国どの地域とも技術移転システムの早急な整備が難しい中にあっ

ては、各地域のコーディネータ個々のコーディネーション力に頼らざるを

得ない状況にあります。その意味で、JST が実施中の ｢技術移転に係わる

目利き研修 *2｣ による人材育成、および計画中のコーディネータなどのデー

タベース化による実践的なネットワーク構築が、今後の全国的なコーディ

ネータなどの緩やかな連携活動を支援するプラットフォームの形成を促す

ことを大いに期待しています。



石塚　悟史
（いしづか・さとし）

高知大学地域共同研究センター
助教授
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◆産学官連携のための「コーディネータ懇談会」を発足させる
高知県は、産業振興などの経済の指標においては押しなべて低位にあるが、

農業、園芸農業、林業、水産業といった１次産業が盛んである。高齢者の比率

も非常に高い。私が所属する高知大学は、人文学部、教育学部、理学部、農学

部、医学部からなる。工学部のない高知大学が単独でできる主な地域貢献は、

１次産業、１次産業に関連した食品加工業、地域健康医療産業といった産業振

興と生涯学習教育にあると考えている。高知大学でしかできないことは個別に

進めていかねばならないが、地方の各機関が個別に活動しても高が知れている

し、下手をすれば足の引っ張り合いになりかねない。それ以上に各機関との連

携を推進することで、高知大学が地方大学でなく、地域に必要とされる大学に

なっていくと信じ、私は微力ではあるが各機関との連携を重視した活動を行っ

ている。

2004 年度より、高知大学が事務局となり、各機関のコーディネータ的存在

の方々にお集まりいただき、情報交換を行う「高知県コーディネータ懇談会」

を開始した。毎月１回の割合で開催している。最初は飲み会から始めた。私自

身、お酒が好きなこともあり、今でも飲み会とセットで懇談会を行っている。

懇談会の中でそれぞれの持つ情報を共有することによりプロジェクトも始まっ

てきている。各方面の皆様方のご協力のもと、高知大学は、高知工科大学、高

知県、地元企業、農家などとの連携による「農業高度化プロジェクト（15 課題）」、

県内の研究機関、高知県、農業団体、農家などとの連携による「知的財産権を

用いた農業保護と活性化に関するプロジェクト」、高知県と公設研究機関との

連携による「海洋研究に関する有機的組織連携体制の構築プロジェクト」、県

内の研究機関、高知県、病院、企業などとの連携による健康医療産業クラスタ

ープロジェクトなどを実施している、あるいは計画しているところである。

◆新法人化への試み 海洋研究に関する有機的組織体制の構築
私がコーディネータとしてかかわっている事例の一つを簡単にご紹介する。

現在、大学と公設研究機関では研究者個人レベルでの共同研究を行っている程

度である。大学の法人化と県の財政悪化という状況の中、大学および公設研究

機関は、ともに外部資金の導入を図らなくてはいけない。そのため、高知県の

ご協力のもと、高知大学と高知県の人的・物的資源を有効に活用し、外部資金

の導入による海洋研究の充実を図るため、水産食品の安全性をキーワードに、

水産業の支援を主な目的とした法人の設立を検討している。この法人を起爆剤

として産学官連携体制の構築ができないかを検討する研究会を発足した。

研究会では、それぞれの機関で取り組んでいる事業、法人設立による問題点、

今後の方針などについて意見交換を行うことから始め、法人を設立した場合の

ビジネスプランも検討している。現在、事業収益を各研究機関での研究開発に

投資することができる仕組みを検討しており、早期に海洋研究に関する有機的

組織連携体制ができるよう努力しているところである。



　日本における 21 世紀の大きな社会的課題の一つは、「高齢社会にどう

対応するか」でしょう。2004 年の高齢化率 *1 をみますと、全国平均では
19.4%、仙台市は 15.4%であり、絶対数では全国で約 2500 万人にのぼり、
2020 年代には、3,400 万人にもなると推定されています。また、世界保
健機関（WHO）が発表した「2003 年世界保健報告」によると、日本人の平
均寿命は男性 78.4 歳、女性 85.3 歳、健康寿命は男性 72.3 歳、女性 77.7
歳となっています。老齢に伴い何らかの身体的不自由が起こることは避け
られません。このような高齢者の方々が自立して、豊かで健康な生活が送
れるような社会環境の構築は、今後ますます重要な社会的ニーズとなりま
す。

　人口 100 万人を超える政令指定都市仙台は、21 世紀の地域経済を牽引

していく新産業の創出に向けて、下記の 5 大プロジェクトからなる『仙台
市新産業創造プラン*2』を策定しています。このプランは、地域の総力を
結集して成長エンジンを創出し、質の高い雇用を生み出していくことを目
指しています。
 ● 仙台・ハイテククラスター創生プロジェクト*3

 ● 仙台 ITアベニュープロジェクト*4

 ● 仙台エコシティプロジェクト*5

 ● コミュニティ・ビジネス起業家支援プロジェクト*6

 ● 仙台ウエルビーイング・センタープロジェクト
　『仙台ウエルビーイング・センタープロジェクト』は、フィンランド国
家プロジェクトとの提携により、「（仮称）フィンランド健康福祉センター」
を拠点として、ITやハイテクを活用した健康福祉機器の研究開発、製品開
発のみならず、サービス開発を進め、海外展開も視野に入れながら健康福
祉産業クラスターの創出を図るものです（図 1）。また、本プロジェクトを
契機として、国際経済交流事業を拡充し、産業の国際化を一層促進するこ
とも目指しています。

　フィンランドは、国土の広さは日本の約 90%ながら人口約 520 万人と

比較的小さな国です。しかしながら、2004 年の国際経済フォーラムにお
ける国際競争力評価において 2003 年に続いて第 1 位に位置付けされ、ま
た、思考能力を問う経済協力開発機構（OECD）教育レベル比較においても
トップにランクされています。フィンランド政府は、自国の強みである社



会福祉、とくに高齢者福祉に関するシステム構築力、機器開発、ノウハウ
の提供を通じて、輸出産業クラスターの育成を図る産業施策をとっていま
す。この方向と仙台市が福祉産業振興を図ろうとの意図が合致し、今回の
提携に繋がりました。

　このプロジェクトでは、「特別養護老人ホーム」の隣に「R&D施設」が

併設されるのが大きな特徴であり、特別養護老人ホーム内における高齢者
のニーズのみならず、本施設を中心とした地域社会の高齢者の自立を支援
するさまざまな手法を、フィンランドの企業をはじめとした参加団体と開
発することになります。
　「（仮称）フィンランド健康福祉センター」が備える機能は、次の 3 点に
要約され、種々の活動を企画しております。
　1.健康福祉機器の研究開発機能
　2.フィンランド企業等との提携組織のオフィス機能
　3.フィンランド型福祉を取り入れた高齢者福祉サービス提供機能
　フィンランドと仙台地域の企業が、東北大学、東北福祉大学などの学術
機関とも連携しながら、健康福祉機器の共同研究開発・サービス開発を行
います。フィンランド側企業や地場企業の共同研究開発拠点として、オ
フィスを設けます。また、フィンランド国内の大学・研究機関などのリエ
ゾン・オフィスの設置も想定しています。
　本プロジェクトでは、従来の産学連携にとどまらず、国際的な連携・提
携を目指しています。互いの文化・商慣習を尊重しつつ、提携を実のある
ものにするために、親身なコーディネーションや国際的提携に精通した専
門家のサポートが重要となります。地方からの直接的国際提携・国際取引
が今後の地域経済振興のためますます重要になると思いますので、本プロ
ジェクトを契機に、地方都市における国際化のポテンシャルを高めていけ
ればと思っております。



田柳　恵美子
（たやなぎ・えみこ）

本誌編集委員／
社会技術ジャーナリスト・
サイエンスコミュニケーション
スペシャリスト
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◆ヨーロッパの「4 つの成長エンジン」
　1980 年代後半以降、ドイツのバーデンビュルテンベルク州（州都シュ

トゥットガルト）、スペインのカタルーニャ州（州都バルセロナ）、イタリ

アのロンバルディア州（州都ミラノ）、フランスのローヌ・アルプ地方（首

都リヨン）の 4 つの地域は、欧州の新たな成長エンジンとなる高度産業集

積地域として、注目を集めてきた。1988 年、この 4 つの地域は、将来に

向けて相互交流や協力を進め、東西や南北のアンバランスを回避しながら、

ヨーロッパ全体の凝集と統合に貢献するという「覚え書き」協定を結んだ。

俗に l4 つの原動力 z協定（Four motors agreement）と呼ばれる。

　それから 15 年余りの間に、 4 つの地域の趨勢（すうせい）にも変化があっ

た。なかでもカタルーニャの浮上と、ロンバルディアの停滞が気になる。

図表 1は、ヨーロッパ企業の間での「立地したい都市人気ランキング」の
変遷だ。バルセロナ、マドリッドの浮上が著しく、トップ 5 に食い込みそ

うな勢いである。図表 2は、すでに立地拠点がある都市の中で、地元官僚
が継続的に接触してきている都市はどこかという問いへの回答結果である。

バルセロナやマドリッドが上位にいることに、両地域が公共政策主導で企

業誘致に力を入れてきていることが見てとれる。

◆米国企業に的を絞ったカタルーニャの産学連携戦略
　2002 年 9 月、インテル社が欧州初のマイクロプロセッサ研究開発セン

ターを、カタルーニャ工科大学（UPC）内に設置するというニュースがアナ

ウンスされた。「UPCのマイクロプロセッサ研究の高い専門性が、インテ

ル内部の能力を補完し、世界水準のチームが形成できる」というのが、そ

の理由である。実際、UPCはどんな戦略でこのような産学アライアンスを

実現させたのだろうか。2004 年夏に、UPCを訪ねた。

　「1978 年まで、この大学にコンピュータに関連する研究教育の土壌は

何も無かった」と述べるのは、マドリッド工科大学で修士号を取った後、

UPCでコンピュータ・アーキテクチャ学科の創設に尽力し、現在も学科長

を務めるマテオ・ヴァレオ教授だ。UPCは当初からインテルやヒューレッ

ト・パッカード社（HP）といった、米国のトップ企業との産学アライアン

スを射程に入れて、新学科設立に取り組んだ。学生を米国の一流大学へ留

学させ、優秀な研究者人材の育成に力を入れた。ハイ・パフォーマンス・

プロセッシングとスーパー・コンピュータに焦点を絞り、論文の質と量を

高めた。インテル、HP、IBM など、米国の一流企業から研究者を受け入

れ、共同研究プロジェクトや、博士号取得の指導に当たるといった産学交

流が増えていく。2000 年には、IBM と共同で CIRI（CEPBA-IBM Research 

図表 1 ヨーロッパ企業が立地した
い都市ベストテン。

図表 2 地元官僚と立地企業との継
続的接触

 
ロンドン 1 1 1 
パリ 2 2 2
フランクフルト 3 3 3
ブリュッセル 4 4 4 
アムステルダム 5 5 5
バルセロナ 11 6 6
マドリッド 17 7 7
ベルリン 15 9 8
ミラノ 9 8 9
ミュンヘン 12 11 10

1990 2002 2003都　市

都　市 回答率
バルセロナ 40％
パリ 39
ブリュッセル 38
マドリッド 37
ローマ 37
ヘルシンキ 37
ストックホルム 36
ブタペスト 36
リヨン 35
グラスゴー 35
フランクフルト 35
ミラノ 35
ロンドン 34
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Institute）という研究所を学内に設立、2002 年にはインテルと共同で上記

センター設立と、長期戦略は着実に実を結んできている。

　「当初から、地域企業のケアは考えなくていいと、州政府には言われて

いる」（ヴァレオ教授）。地域産業政策の戦略ポートフォリオがあってこそ、

このような大胆な連携戦略を展開してこられたのだろう。カタルーニャモ

デルの評価には賛否両論あり、近年はマドリッドの巻き返しにむしろ注目

が集まっているが、ともかく 25 年間で、ゼロからトップレベルへと走り

抜けたUPCの成果は、賞賛に値する。

◆産学連携の「再生」をかけたミラノの新たな挑戦
　バルセロナから飛行機で、ミラノへ。イタリアの名門、ミラノ工科大学は、

2000 年 3 月、地元産業界や中小企業団体とのコンソーシアム、「ポリテク

ニコ・イノヴァツィオーネ」を組織した。狙いは、大学と地元企業、特に

中小企業との産学連携の推進による地域イノベーションの創出である。設

立の背景には、大学研究予算に占める外部資金の低迷がある。「1960 年代

には、大学とイタリア大手・中堅企業とのコンソーシアムが盛んで、潤沢

な外部資金が入ってきた。ところが 70 年代に政府が国立研究機関と大学

との官学連携政策に力を入れたのが大学にとってはお荷物となり、企業と

の連携は急激に減少してしまった」と語るのは、同オフィスのディレクター

を務めるセルジオ・カンポダロルト教授だ。外部資金比率は、1960 年代

の 45％から、70 年代には 25％、90 年代には 10％にまで下がった。そし

てこの間、大企業・中堅企業は、米国をはじめ国外の一流大学との共同研

究に逃げていってしまった。さらには 1990 年代以降、イタリアを代表す

る企業が次々と外資に買収される一方、地場の産地を眺めても、抜きん出

た中小企業は独力でグローバル化にシフトし、イタリア自慢の中小企業ネッ

トワークの革新力にも問題が生じている。

　このような背景から、大学は地域の企業との産学連携を、

長い目で再生させる取り組みを始めた。カタルーニャ工科大

学でみた試みとは正反対な地域志向の戦略である。「今まで

中小企業を見てこなかったわれわれ大学教官も、足で中小企

業をまわり、コミュニケーションギャップを乗り越え、信頼

関係を築く努力を積み重ねていく必要がある」。エリート大

学のなりふりかまわぬ起死回生策という観もあるが、カンポ

ダロルト教授をはじめ、スタッフの士気は高い。日本の大学

にとっても、彼らの今後の展開や成果は、貴重な参考事例に

なるだろう。

●参考文献
●図表 1・2 出典 :  in 

 
 初出

カタルーニャ工科大学キャンパス。

カンポダロルト教授をはじめ、リ
エゾン担当の教授陣は、席の温ま
る暇なく企業訪問へと出かけていく。

カタルーニャ工科大学、マテオ・
ヴァレオ教授。うしろの壁には、
スペイン国王から勲章を授与され
たときの記念写真が飾られている。

ミラノ工科大学「Politecnico Inno-
vazione」オフィスにて。ディレク
ターのセルジオ・カンポダロルト
教授（右）と、コーディネーターで
博士課程の学生でもあるエヴィラ・
ピヴァさん。



　2001 年４月１日、独立行政法人産業技術総合研究所 *1（産総研）は、日

本全国に配置されている旧通産省工業技術院傘下の 15 の国立研究所およ

び計量教習所 *2 を統合して、日本で最も大きな研究機関として発足した。

　この産総研のミッションとして、「研究開発の実施」とともに、「成果の

普及」が明示されている（ ）。したがって、「産学官連携」によって、「質

の高い研究開発を実施」し、その「成果を普及」させ、「技術移転」と「ベ

ンチャー創出」を成功させることにより、産業技術の向上を図って経済と

産業の発展に寄与することが、新しい産総研に特に求められているわけで

ある。

　このため、産総研内に産学官連携部門を設置し、共同研究をはじめとす

る産学官の連携を強化している。また、産学官連携部門内に、知的財産部

を設置し（2004 年７月に、産学官連携部門から独立し、知的財産部門とな

る）、研究開発の成果を特許などの知的財産（知財）として戦略的に取得す

る体制を整備した。

　同時に、産総研の知財を広く積極的に技術移転するため、（財）日本産業

技術振興協会内に、2001 年４月１日、独立部隊の「産総研イノベーショ

ンズ」が設立され、2001 年４月 13 日に、日本で初めて技術移転機関（TLO）

の認定を取得した。

　以上のような、産学官連携部門、知的財産部門の強化と

産総研イノベーションズの設立により、企業との共同研究

件数は、工業技術院最後の 2000 年の 972 件に対し、2001

年 1,131 件、2002 年 1,577 件、2003 年 1,829 件と大幅

に増加している。

　特許出願件数も、2000 年の 1,022 件から、2001 年

1,070 件、2002 年 1,406 件、2003 年 1,526 件と増加して

いる。

　また、技術移転の成果である技術料収入と契約件数は大幅に増加し、

2000 年の 4800 万円（149 件）から、2001 年は対前年 3 倍の１億 4,400

万円（187 件）、2002 年は３億 700 万円（296 件）、2003 年は４億 100 万

円（394 件）となっている。

　本稿では、まず、産総研の概要を述べ、次に、工業技術院時代と独法化

後の産総研の産学官連携と知財管理の仕組みの相違点を述べる。

　さらに、次稿では、産総研の TLOである産総研イノベーションズの概要

を述べるとともに、技術移転の仕組みについて述べる。

表 1　独立行政法人　産業技術総合研究所の基本方針

研究者集団の融合と創造性の発揮による研究活動を通じて

〈研究ミッション〉 〈成果普及ミッション〉

産業基盤技術
国の課題解決技術
革新的技術

技術移転活動評価
技術移転制度確立
技術移転推進体制

国民生活の質の向上



　 に、産総研の概要を示す。総人員 5,400 名、年間予算 900 億円の研

究機関であり、分野ごとに約 60 の研究ユニットからなっている。

　研究員の分野別の構成は、 に示す。ライフサイエンス、情報通信、

環境・エネルギー分野の研究員も、材料出身が多く、材料関連の研究者は

70％を占めている。

　工業技術院時代の 1985 ～ 2001 年の公開特許約 8,000 件の分野別の内

訳を に示す。エネルギー分野が最も多く、23％を占めている。産総研

になった 2001 年以降の約 4,000 件の出願特許の内訳を に示す。ナノ

テク・材料・製造関連が 32％と最も多く、最近の研究の傾向を反映している。

　産学官連携については、つくばセンター内に産学官連携部門を設置し（人

員 70 名）、産学官連携コーディネータを中心として、共同研究をはじめと

する産学官の連携を強化している。また、北海道から九州までの各地域セ

ンターにも、産学官連携センターとコーディネータを配置し、地域の大学・

工業技術センターや企業との連携を密にしている（人員 110 名）。 に、

産総研における産学官連携の組織と運営を示し、 に、産学官連携コー

ディネータの業務内容を示す。

　知的財産部門については、2001 年 4 月、産学官連携部門内に知的財産

部として発足した。工業技術院時代は、10 数名の特許管理課であったが、

産総研の知的財産部は、内部弁理士15 名を含めて50 名に増強され、さらに、

2004 年 7 月、産学官連携部門から独立して知的財産部門に昇格し、企画室、

管理室に加えて、高度化支援室が新設され、戦略的特許出願のための研究

ユニットとの連携が強化されている。

産総研の総職員数
（研究職＋事務職） 約 3,200名

研究職員数 約 2,500名
内任期付き研究
職員数 約 260名

その他
ポスドク研究者数 約 500名
企業からの研究者数 約 700名
海外からの研究者数 約 1,000名

総予算額 約 900億円

交付金総予算額 約 700億円

NEDO,他省庁から
の予定予算額 約 200億円

総敷地面積 　約 240万m2

総延床面積 約 60万m2

総資産額 約 2,290億円

〈施設概要〉

〈予算〉〈人員〉

表 2　人員、予算、施設

社会基盤（標準）

環境・エネルギー

社会基盤（地質）・海洋 ライフサイエンス

2％
3％

18％32％

27％

18％

ナノテク・材料・製造

グラフは 2001 年度～2003 年度の産総研の出願特許約 4,000 件について、
研究分野別に分類したものです。

表 5　2001 年度以降の産総研特許の分野別出願件数

情報・通信

表4　1985～2001年の産総研出願の分野別公開特許

計測標準分野 ライフサイエンス分野環境分野

地質・海洋分野

ナノテクノロジー・
材料分野

情報・電子・通信分野

エネルギー分野製造技術分野
8％

9％ 10％

7％

10％ 23％

16％

17％

総件数約8,000件

AIST

表3　研究分野別の職員構成

ライフ
サイエンス

17.2％

情報通信
16.1％

ナノテク・
材料・製造

17.5％

環境・エネルギー
24.0％

地質・海洋
11.2％

標準
14.0％

常勤職員　3,114名
研究職員数　2,395名
事務系職員数　719名
平成16年4月1日現在員



　また、知的財産部門内に 2 名のコーディネータ（将来

は分野ごとに増強する予定）と３名の総括主幹を置いて、

TLOと各研究ユニット間の連携業務を行って、「売れる

特許」や「新技術の発掘」を行っている。

　各研究ユニットには、副ユニット長クラスの知財・技

術移転担当者を置き（約 60 名）、研究ユニット内の知財

と技術移転の管理とサポート業務を行っている。

　2001 年６月 27 日、産総研は「パテントポリシー（特

許戦略）」（ ）と「技術移転ポリシー」（ ）を発

表した。

　そして、 に示すように、制度の大幅な変更を行

った。その基本的考え方は、

　①知的財産の機関帰属

　②発明者への補償の充実

　③ベンチャー支援

　④共同研究の推進と成果の活用拡大

　⑤技術移転の促進

　⑥受託研究の拡大

である。

　特に、産総研の研究から生まれた知的財産をす

べて機関所有としたのは、産総研として特許取得

を戦略的に行うためであり、技術移転を希望する

企業にとっても、特許出願人に複数の研究者が入

るよりも産総研一本の方が望ましいからである。

　以下、次稿で、産総研の技術移転について述べ

る。

シーズ

研究
ユニット

研究者

知財
責任者

連携研究体
（実用化研究）

ベンチャー支援室
（ベンチャー開発戦略
研究センター）

産総研発ベンチャー
産総研イノベーションズ（TLO）

知的財産部門

産学官連携センター

本部

企業・大学連携室
地域連携室
連携業務第一室
連携業務第二室

知的財産権の発掘・権利化・管理
専用実施権設定

北海道・東北・つくば・お台場・中部・近畿・中国・四国・九州

：地域産学官連携推進

産学官連携コーディネータ

産学官連携部門

特許等実施契約

産業界

大　学

地　域

表 6　産総研における産学官連携の組織と運営

ニーズ

（70名）

（50名）

（20名）

（110名）

ニーズ・シーズのマッチング
外部連携研究の企画・調整

相
談

★企業や大学と産総研との連携プロジェクト（共同研究や受託
　研究）の企画・調整・立案

★企業等のニーズと産総研の有する技術シーズのマッチング

★AISTにおける研究成果の把握・掘り起こし・権利化の支援
　（知的財産部と協力）

★AISTの有する知的財産権の民間への移転・事業化の支援
　（産総研イノベーションズと協力）

AISTと共同研究がしたいが産総研内の適切な研究者が分からない、研
究者を AISTに派遣して研究を行いたいが、適切な研究ユニットが分か
らないといった時は、産学官連携コーディネータにご相談ください。

表 7　産学官連携コーディネータ

表 8　産総研パテントポリシー（2001 .6 .2 7）

1）基本的な考え方
 論文と知的財産権を同じ位置付けで扱う。

2）知的財産権化の理念（特許出願の必要性）
 産業発展の観点　ベンチャー起業の観点
 創作者の権利を保護する観点
 ロイヤリティーの還流　研究成果の顕在化

3）日本国民全体の財産として研究成果を活用
4）知的財産権の取得促進のためのインセンティブ
5）知的財産権の取得促進および活用のための体制・組織
6）戦略的特許取得

表 9　産総研技術移転ポリシー（2001 .6 .2 7）

1）産総研は、研究成果を積極的に産業界等に技術移転
 する。

2）産総研の職員は、技術移転を推進することを責務の
 一つとする。

3）産総研は、職員の技術移転活動に対する貢献を奨励
 し、評価へ積極的に反映する。

4）産総研は、研究成果の産業界等への技術移転のため
 に、  共同研究、  受託研究、   技術研修等を活用し、
 知的財産権の実施を推進する。

知的財産の運用

透明・公平・円滑な技術移転

インセンティブ

（補償金）　

ベンチャー支援

共同研究成果の活用拡大

技術移転の促進

受託研究の拡大 受託研究が実質困難

共同研究企業等のみの実施

上限 600万円／年

個人帰属

国有財産に基づく運用 法人の意志に基づく運用

機関帰属

青天井 25％
（100万円までは 50％）

プログラム等著作権の実施補償

研究スペースの提供、実施料の
減額等の支援措置

共同研究企業の選択により
第三者への実施機会の提供

TLOの活用

受託研究が容易

タイトル 旧 新

表 10　独立行政法人化に伴う制度の主な変更点

産総研知的財産部門

̶̶̶̶̶

̶̶̶̶̶

̶̶̶̶̶
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産学官連携の幅は広い。それに携わる人もまた多様である。知識を作る人、モノ（有

形物のみにあらず）を作る人に始まり、支援する人、その環境を作る人、戦略を立てる人、

法律を考える人、教育する人、果ては評論家まで。これらと関連する人々まで考えれば、

産学官連携と無縁の場所などなくなるのではないか。

実はもうひとつ重要な人が必要だ。それは「くっつける人」……コーディネータと

呼ばれることの多い人々である。相手にする人々は凄まじく広い。編集を通して思い浮

かべる人々は、学術の発展から経済効果までの一貫した「産学官連携フィロソフィー」

を持っている。コーディネータの武器は強い信念と人を引き寄せる魅力。このジャーナ

ルに新たな「知的生産プロセス」創造にチャレンジする人々の「生きざま」があふれ出

ることを期待したい。　      　　 （荒磯委員）

創刊号の編集後記というのは当然のことですが、出る前に書きますね。第２号ですか

ら創刊号を見てから書いているかといいますと、そうでもないのです。そこで今回は本

ジャーナルの創成について少し書いておきます。ほぼ１年の胎中期間を経て産声をあげ

ました。父は誰か？ 母は誰か？ となるとこれは難しいですね。父の声は聞こえたよう

です。初期の声はコーディネータを支援せよ！という声でしたが、胎児が成長するにお

よんで期待度が高くなり、日本全体の産学官連携促進支援のために黒子になり働け！と

なりました。企画のスタート以来、３、４カ月に入った頃の胎児としては、かなりびっ

くりしたのを覚えています。青天の霹靂（へきれき）でした。でも何とか無事産まれま

したね。皆様とともに成長させてください。よろしくお願いします。 　  （江原委員長）

欧米主要国に比し「２周遅れ」と揶揄（やゆ）されてきたわが国の産学官連携も、近

年の共同研究の大幅増、大学発ベンチャー・技術移転活動の拡大、各地域のコーディ

ネータの着実な増強など、量的拡大は一巡した感がある。従来の「ニーズとシーズのマッ

チング」といったリニアモデルに基づくアプローチから、産学「共創」による新たな価値・

市場創出とこれによる持続的発展という質的深化の段階に入ったと言えよう。今後は

ベンチャーキャピタル（VC）や株式市場からの資金調達など「ポスト公的支援」のファ

イナンスの立場から各事業の厳しい淘汰の時代に入っていくが、その意味でも先進的

取り組みの中から複数の顕著な「成功事例」が出現し、これらをモデルに第２世代の事

業が育っていくことが切望される。本ジャーナルの内容が、第２世代を担う関係各位

に大いなる示唆を与えてくれることを期待したい。  　　　　　   （斎藤委員）
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